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１．はじめに 

 

近年、都市化が進み集中豪雨等による雨水流出量が増大

しており、浸水被害が多発している。 

札幌市では、浸水が発生している地区や都市の機能が集

中し甚大な被害が想定される地区など、緊急性の高い地区

において、雨水拡充管や雨水貯留管の整備を進めている。 

図 1 に現場位置を示す。今回報告する工事は、区画整理

事業区域を含む東雁来・東苗穂地区の浸水対策として進め

ている雨水拡充管および雨水ポンプ場の整備のうち、雨水

拡充管の整備である 1)。 

 

２．工事概要 

 

本工事は、雨水拡充管として、泥土圧式シールド工法に

より、内径φ2,600mm の二次覆工一体型 RC セグメントを路

線延長 1,114.24m にわたり敷設する工事である。 

シールドトンネルは 2 工区に分かれ、両発進立坑から上

流区間 885.00m 掘進後、到達立坑からシールド機を引上げ、

両発進立坑に再投入後、下流区間 229.24m を掘進し、ニュ

ーマチックケーソン工法により新設される東雁来ポンプ場 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別途工事）に到達するものである。 

また、両発進立坑、到達立坑および分水立坑（到達立坑

に隣接）は、いずれも SMW 工法により施工した。表 1 に工 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

泥土圧式シールド工事における泥炭、軟弱粘性土およびメタンガスへの対策 

－茨戸処理区ⅩⅣ-03000（東
ひがし

雁
かり

来
き

12 条 4 丁目ほか）下水道新設工事－ 

Measures for Peat,Soft Viscous Soil and Methane Gas 
under Mud Pressure Type Shield Tunneling Works 

要旨 

本工事は、札幌市の茨戸処理区にある東 雁 来
ひがしかりき

第 2 土地区画整理事業を含む東雁来・東苗穂地区の浸水対策として進

めている雨水拡充管の整備であり、泥土圧式シールド工法により、内径φ2,600mm の二次覆工一体型 RC セグメントを路

線延長 1km 余りにわたり敷設する工事である。主な地層の特徴は、泥炭層、厚く堆積した軟弱粘性土層（N 値 0～4）で

あり、可燃性ガス調査によりメタンガスを含有する地層の存在が判明したことである。 

立坑の課題は、泥炭層の存在による SMW 工法のソイルセメント壁や先行地中梁の地盤改良の強度発現不足、盤ぶくれ

対策の地盤改良造成時に設計量を大幅に上回る排泥量が発生したことである。シールドの課題は、軟弱粘性土層の掘進

によるシールド直上の地下埋設物や雁来川河床への影響、シールド掘進深度における爆発下限濃度を大幅に超える高濃

度のメタンガスへの対応である。本稿では、これらの課題を克服するために本工事で実施した対策について報告する。
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表 1 工事概要 
工事名  茨戸処理区ⅩⅣ-03000(東雁来12条4丁目ほか) 下水道新設工事

発注者  札幌市下水道河川局

施工者  鴻池・道興特定共同企業体

工事場所 　 札幌市東区東苗穂13条4丁目（到達立坑）
～札幌市東区東雁来12条4丁目（東雁来ポンプ場）

工期  平成25年9月9日～平成29年 1月10日

路線延長 （上流区間）885.00m＋（下流区間）229.24m＝1,114.24m

土被り  11.3ｍ～16.6ｍ

縦断勾配  1.50‰

曲線半径  R＝200ｍ（最小）、1,000m

シールド機  泥土圧式シールド工法、掘削外径φ3.15m（シールド機外径φ3.13m）

セグメント  二次覆工一体型RC、内径φ2.60m（外径φ3.00m）、幅1.00m

豊
平
川 

 

図 1 現場位置 
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事概要、図 2 に路線一般図および土質縦断図を示す。 

 

３．土質概要 

 

図 2 に示す通り、本工事場所は、通常「北部低地帯」と

呼ばれる後背湿地に相当する地域で、泥炭や粘性土などの

低地堆積物が約 15m の層厚で分布する。 

地層は、深度 16～18ｍ程度までは、完新世の軟弱な粘性

土（Ac1、Ac2）や有機質土（泥炭）（Ap）、緩い砂（As1、As2）

により構成される。それ以深は、更新世の比較的硬質な粘

性土（Dc1）や火山灰(Dv)、砂質土(Ds1)からなる。 

シールドが通過する地層は Ac2 層、As2 層、Dc1 層で構成

され、シールド下端に As2 層、Dc1 層が分布する。主たる

掘進対象土質は N 値 0～4 程度の Ac2 層であり、地下水位は

地表の下部約 1.5～2.0m にある。 

 

４．SMW 工と地盤改良工の設計上の課題と対策 

 

本工事では、両発進立坑は掘削深さが約 18m と深いこと

や、到達立坑と分水立坑は民家に近接するため掘削時の土

留め壁変形の影響が懸念されること、および全立坑におい

て地下水位が高いこと等の条件を考慮し、土留め壁の変形

抑制や遮水性の観点から、SMW 工法で計画された。 

また、両発進立坑と到達立坑は床付け面以深の粘性土層

の盤ぶくれ対策、到達立坑と分水立坑は近接民家への影響

を抑制するための先行地中梁として、高圧噴射撹拌工法

（SUPERJET35）による地盤改良が計画された。 

図 3 に両発進立坑の断面を、図 4 に到達立坑と分水立坑

の断面を示す。なお、図 3、4 の断面図のボーリング柱状図

は、当初設計で行われた調査結果であり、図 2 のボーリン

グ柱状図とは異なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.1 SMW 工と地盤改良工の設計上の課題 

4.1.1 SMW 工の課題 

セメント系固化材の固化が阻害されやすい高含水および

高有機質の泥炭層が、両発進立坑では GL-2.0m 付近、到達

立坑および分水立坑ではGL-0.5m付近に層厚2m程度で存在

しており、土留め壁のソイルセメントの強度発現不足が懸

念された。 

4.1.2 地盤改良工の課題 

到達立坑と分水立坑の先行地中梁は泥炭層が対象となっ

ていたため、地盤改良体の強度発現不足が懸念された。 

 

4.2 SMW 工と地盤改良工の対策 

4.2.1 SMW 工の泥炭層における強度発現不足への対策 

当初設計のソイルセメントの固化材の種類は高炉セメン

ト、設計基準強度は qu=500kN/m2である。 

泥炭の試料採取を行い室内配合試験により一軸圧縮強度

を確認したところ、設計基準強度に対して強度が不足する

ことが判明した。そこで、セメント系固化材の種類の変更

により、ソイルセメントの強度を確保することとし、泥炭

層に対しても強度発現が良好とされる 2 種類のセメント系

固化材を使用して室内配合試験を行った。図 5 に固化材添

加量と一軸圧縮強度との関係を示す。 

工程上、早期に配合を決定する必要があったため、7 日

強度にて固化材の仕様と添加量を決定した。 

式(1)に示すように、ソイルセメントの 7 日強度と 28 日

強度には相関性の高い関係式 2)が得られている。 

qu（28 日）＝2×qu（7 日）          (1) 

また、必要室内目標強度（7 日強度）は、式(1)と式(2)

に示す現場強度（quf）と室内強度（qul）との関係式から、

qul（7 日）=500kN/m2とした 3)。 

 

両発進立坑本調査№10

本調査№７

本調査№５ 本調査№３ 本調査№１（下流側）東雁来ポンプ場

（新設、別途工事）に到達

（上流側）到達立坑

　　　　 分水立坑
両発進立坑 東雁来みのり橋

雁来川

　↓ 近接民家

0.0

-10.0

-20.0

-30.0

DL=-40.0

10.0

As1

Bk

As2 Dc1

Ac2

Ap Ac1

Ds1

Dc3

DvDc2

Ds2

新設シールドトンネル 

図 2 路線一般図および土質縦断図 



泥土圧式シールド工事における泥炭、軟弱粘性土およびメタンガスへの対策 

― 17 ― 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現場強度（quf）/室内強度（qul）=1/2      (2) 

quf(7 日)=1/2×quf(28 日)=1/2×500=250kN/m2  (3) 

qul(7 日)=2×quf(7 日)=2×250=500kN/m2    (4) 

経済性の比較により、最適な固化材（ジオセット 223）

を選定した。 

固化材を変更することで、ソイルセメント強度や遮水性

の確保が可能となり、全立坑について床付けまで無事に掘

削を完了した。写真 1 に両発進立坑の掘削完了状況を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2.2 地盤改良工の泥炭層における強度発現不足対策 

高圧噴射撹拌工法において、粘性土地盤における改良土

の設計基準強度は、一軸圧縮強度が quck=1000kN/m2である。

これに対し、室内配合試験にて一軸圧縮強度を確認したと

ころ、設計強度を大幅に下回る結果（qu=117.4kN/m2）であ

った。 

高圧噴射撹拌工法の場合、固化材の仕様や添加量等が指

定されているため、先行地中梁の強度低下により土留め壁

変形量が増大し、近接する民家への影響が大きくなること

が懸念された。 

このため、弾塑性解析により先行地中梁（厚さ 1.5m）の

うち泥炭層範囲（到達立坑：0.58m、分水立坑：0.95m）を

配合試験結果の強度として土留め壁変形量を算出し、土留

め壁変形量に伴う近接家屋への影響（推定沈下量）を検討

した。表 2 に近接家屋への影響の検討結果を示す。 
図 5 固化材添加量と一軸圧縮強度との関係 

写真 1 掘削完了状況（両発進立坑） 

図 4 到達立坑・分水立坑断面（計画時） 図 3 両発進立坑断面（計画時） 
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 到達立坑 分水立坑 

地盤改良体の 
一軸圧縮強度 
qu(kN/m2) 

泥炭層 117.4 

残りの 
砂質土層 

3000 

改良厚さ(m) 1.50 

推定沈下量(mm) 14.81(14.79) 13.66(12.49) 

許容沈下量(mm) 15.0 

判定 OK OK 

※推定沈下量の()は、当初設計の値を示す。 

 

土留め壁変形に伴う背面側の推定沈下量は、到達立坑お

よび分水立坑ともに当初設計よりも増加するが、許容沈下

量 15.0mm 未満であった。 

到達立坑は、掘削深さが約 16m と深いため先行地中梁は

2 段配置である。床付け付近に配置する先行地中梁の土留

め壁変形の抑制効果が大きく、推定沈下量は当初設計から

微増程度で許容沈下量未満に収まったと考えられた。 

一方、分水立坑は、掘削深さが約 10m と浅いこと、他の

立坑と異なり床付け面直下に配置する底盤改良が土留め壁

変形の抑制効果となったことから、推定沈下量が許容沈下

量未満に収まったと考えられた。 

到達立坑および分水立坑において、推定沈下量が許容沈

下量を超える場合は、先行地中梁の改良厚さの変更で対応

する必要があったが、上記結果より当初設計通りとした。 

 

５．施工時における両発進立坑の地盤改良造成時 

  の問題と対策工 

 

両発進立坑は、掘削深さが約 18m で地下水位が GL-2.0m

程度と高い。床付け面は層厚約 3m の粘性土層であり、直下

に砂質土層が存在していることから、盤ぶくれの発生が懸

念された。床付け面の安定を確保するため、高圧噴射撹拌

工法（SUPERJET35）による盤ぶくれ対策工（造成深度

GL-24.5m、改良厚さ 1.8m）が計画された。改良厚さは、被

圧水圧に対して抵抗できる版部材として決定された（図 3）。 

 

5.1 地盤改良造成時の問題と原因の推定 

地盤改良体の造成時に、設計量を大幅に上回る排泥量が

確認された。排泥状況を調査したところ、比重が小さく、

排泥温度は地下水と同程度であった。表 3 に測定結果の一

覧、写真 2 に排泥状況を示す。 

発生した現象の原因として、以下のことが推定された。 

今回の施工において、 

 「スラリー噴射による土砂の切削・混合撹拌量」 

         ＜ 「エアリフトによる強制排泥量」 

の現象が発生したと考えられる。この現象は、改良対象土 

層の Ds1 層に被圧地下水が存在し、削孔穴にスラリー噴射

量を上回って、その地下水が多量に流入したことによるも

のと推測される。 

この要因として、Ds1 層における透水係数が大きいこと、

地下水の被圧状態であること等が考えられた。しかし、ど

のように地盤改良体造成へ悪い影響を及ぼしているかを定

量的に評価することは困難であった。なお、周辺地盤には

変状はなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.2 対策工 

地盤改良造成時の Ds1 層からの地下水の流入を防ぐため、

下記の 3 案について比較検討を行った。 

 １案：高圧噴射撹拌の改良範囲の変更 

 ２案：薬液注入併用による遮水ゾーンの造成 

 ３案：薬液注入のみによる遮水ゾーンの造成 

    （荷重バランス法にて厚さを設定） 

その結果、経済性や施工性（道路占用の拡幅が不要）に

最も優れる 1 案を対策工として採用した。表 4 に具体的な

対策工の比較一覧を示す。 

1 案の課題は、地盤改良対象の粘性土層（Dc1 層）の平均

N 値（＝9.6）が SUPERJET35 の適用範囲（最大 N 値≦9）を

超えるため、改良径の設定や、確実に地盤改良体を造成す

る施工方法の検討であった。 

改良径は、以下の検討により対応することとした。 

・工法技術資料 4)の N 値と改良径との関係には高い相関

関係が認められることから、式(5)に示す回帰式（線

形近似とする）を求めて、N=9.6 に相当する改良径を

設定した。図 6 に N 値と改良径との関係を示す。 

   回帰式：y＝-0.185x＋4.135        (5) 

   ここに、y：有効改良径(m) 

       x：N 値 

       y＝-0.185×9.6＋4.135≒2.4m   (6) 

これより、改良径は、2.4m と設定した。 

写真 2 排泥状況（両発進立坑の盤ぶくれ対策工） 

表 2 近接家屋への影響検討結果一覧 

表 3 排泥状況一覧 

設計 実績 正常値 実測 地下水 実測
1本目 11.6 90.0 1.22 14 16
2本目 11.6 47.0 1.22 14 15

9/17 1本目 3.8 30.0 1.33 14 15

工程
排泥量(m3/本) 排泥比重 温度(℃)

9/16
1.42
～

1.80
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硬質粘性土層での地盤改良体の造成は、プレジェットに

よる地盤の先行切削を行うことで対応することとした。 

採用した盤ぶくれ対策工により立坑掘削を無事完了し、

実施工における地盤改良体は、写真 3 に示すように計画以

上の改良径を確保することができた。 

対象土層の平均 N 値（=9.6）は、SUPERJET35 の適用範囲

（最大 N 値≦9）を僅かに超える程度であったこと、プレジ

ェットにより硬質粘性土層を先行して切削したことから改

良径を確保できたものと考えられる。 

地盤改良体の強度は、表 5 に示すように設計基準強度以

上であった。対象土質が粘性土で地下水の流入がなく、通

常の水セメント比の状態で地盤改良体を造成できたことに 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

より、改良体の強度が確保されたものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．シールド工の課題と対策 

 

6.1 シールド工の課題 

6.1.1 軟弱粘性土に対する課題 

本工事のシールド掘進路線の地表部には、ガス管、水道

管等が埋設されており、上流区間では東雁来みのり橋（雁 

表 4 対策工比較一覧 

写真 3 地盤改良体の改良径測定状況（床付け時） 
図 6 Ｎ値と改良径との関係 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

0 2 4 6 8 10 12

改
良
径
(
m
)

最大N値

技術資料
近似式

近似式

y = -0.185x + 4.135

R2 = 0.9675

表 5 地盤改良体の品質管理一覧 

工法
概要

留意
事項

施工
仕様

概略
工期

概算
直工費

評価 ×

◎ (100%)

◎ (100%) △ (115%)

△ (146%) △ (185%)

△ (109%) × (177%)

× (268%)

○ △ △

・薬液注入工（不要）
　　地下水汚染の懸念無し

・高圧噴射撹拌工法
　　SUPERJET35工法
　　高Ｎ値粘性土が改良対象
　　排泥状況によりプレジェット併用
・水質の監視は不要
・現況の占用帯内で施工可能

・薬液注入工
　　二重管ストレーナ工法
　　地下水汚染の懸念
　　中性酸性系薬液を使用
・高圧噴射撹拌工法
　　SUPERJET35工法
　　高Ｎ値粘性土が改良対象
　　排泥状況によりプレジェット併用
・水質監視が必要
・現況の占用帯内で施工可能

・薬液注入工
　　二重管ストレーナ工法
　　地下水汚染の懸念
　　中性酸性系薬液を使用
・高圧噴射撹拌工法
　　SUPERJET35工法
　　プレジェット不要

・水質監視が必要
・道路占用の拡幅が必要

・薬液注入工
　　二重管ダブルパッカ工法を採用
　　耐久性の確保、地下水汚染の懸念
　　中性酸性系薬液を使用
・高圧噴射撹拌工法
　SUPERJET35工法（不要）

・水質監視が必要
・道路占用の拡幅が必要

SUPERJET35工法：φ2400mm
SUPERJET35工法：φ2400mm
二重管ｽﾄﾚｰﾅ工法：注入率31.5%

SUPERJET35工法：φ3500mm
二重管ｽﾄﾚｰﾅ工法：注入率31.5%

二重管ﾀﾞﾌﾞﾙﾊﾟｯｶ工法：
　　注入率5.0%(一次),26.5%(二次)

・盤ぶくれ対策工
　　高圧噴射撹拌工法
・概要
　地盤改良体は、Dc1層（粘性土）に
　造成

・盤ぶくれ対策工
　　高圧噴射撹拌工法
　　薬液注入工法
・概要
　薬液注入により、地盤改良体下部に
　遮水ゾーンを造成
　地盤改良体は、Dc1層（粘性土）に
　造成

・盤ぶくれ対策工
　　高圧噴射撹拌工法
　　薬液注入工法
・概要
　薬液注入により、土留め壁下端外周
　部に遮水ゾーンを造成
　地盤改良体は、Ds1層（砂質土）に
　造成

・盤ぶくれ対策工
　　薬液注入工法
・概要
　薬液注入によりDs1層（砂質土）を
　不透水層化
　揚圧力に対する抵抗力を増加

１案
高圧噴射撹拌工法単独

２案－１
高圧噴射撹拌工法、薬液注入工法併用

２案－２
高圧噴射撹拌工法、薬液注入工法併用

３案
薬液注入工法単独

▽-17.550

▽-11.770
▽-11.370

▽-20.550

8800

▽-13.150

高圧噴射
(盤ぶくれ対策)

薬液注入
(止水対策)

高圧噴射

▽-11.770
▽-11.370

有機質シルト

礫混じり砂

砂

-9.00
シルト混じり砂

-9.50

-10.25

粘土

-10.75

-11.80

火山灰
質砂

-12.55

有機質
シルト

-13.95

粘土

-14.25

泥炭

粘土

-17.55

-19.45

-20.00

-22.80

礫
砂8800

▽-11.770

(盤ぶくれ対策)
高圧噴射撹拌

（盤ぶくれ対策）

薬液注入

（止水対策）

▽-17.550

▽-11.770
▽-11.370

高圧噴射
(盤ぶくれ対策)

薬液注入
(止水対策)

▽-20.350

▽-23.350

高圧噴射撹拌

（盤ぶくれ対策）

薬液注入

（止水対策）

▽-17.550

▽-11.770
▽-11.370

高圧噴射薬液注入工

D
s1
層

D
c1
層

▽床付面 ▽床付面 ▽床付面▽床付面
5
00
0

8800

4
40
0

3
00
0

D
s1
層

D
c1
層

8800

2
80
0

3
00
0

88003000 3000

有機質シルト

礫混じり砂

砂

-9.00
シルト混じり砂

-9.50

-10.25

粘土

-10.75

-11.80

火山灰
質砂

-12.55

有機質
シルト

-13.95

粘土

-14.25
泥炭

粘土

-17.55

-19.45

-20.00

-22.80

礫
砂遮水ゾーン

薬液注入工法

D
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層

D
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層

1
00
0
0

盤ぶくれ対策

薬液注入工法

有機質シルト

礫混じり砂

砂

-9.00
シルト混じり砂

-9.50

-10.25

粘土

-10.75

-11.80

火山灰
質砂

-12.55

有機質
シルト

-13.95

粘土

-14.25
泥炭

粘土

-17.55

-19.45

-20.00

-22.80

礫
砂 D

s1
層

D
c1
層

88003000 3000

有機質シルト

礫混じり砂

砂

-9.00
シルト混じり砂

-9.50

-10.25
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-10.75

-11.80

火山灰
質砂

-12.55
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粘土

-14.25
泥炭

粘土

-17.55

-19.45

-20.00

-22.80

礫
砂

盤ぶくれ対策

高圧噴射撹拌工法 盤ぶくれ対策

高圧噴射撹拌工法

遮水ゾーン

薬液注入工法

盤ぶくれ対策

高圧噴射撹拌工法

土留壁芯材

ＳＭＷ造成壁

土留壁芯材

ＳＭＷ造成壁

土留壁芯材

ＳＭＷ造成壁

土留壁芯材

ＳＭＷ造成壁

1817.5
1786.0
1566.6

設　　計
基準強度

(kN/m2)

実測(kN/m
2
)

判定
平均 個別

一軸
圧縮
強度

1000 1723.4 ＯＫ

地盤改良体 

設定径：2.40m 

実測値：2.65m 
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来川）の下部を掘進する。東雁来みのり橋の横断図を図 7、

縦断図を図 8 に示す。 

一方、本工事の土質としては、図 2 および図 8 に示すと

おり、シールドは主に層厚約 10m の軟弱粘性土層（Ac2 層：

N 値 0～4 程度）の下端を掘進し、その下層には、東雁来ポ

ンプ場～東雁来みのり橋間では As2 層、東雁来みのり橋か

ら上流側では Dc1 層が分布していたが、土層の不陸を考慮

すれば、上流区間のシールド下部の土質は As2 層や Dc1 層

ではなく、Ac2 層の可能性があった。 

一般に、シールド機の重心位置は前胴側にあるため、土

質の面からもシールド機が頭下がりする懸念がある。 

また、本工事の土質の場合、シールドの掘進管理を適切

に行なわないと地下埋設物や雁来川河床を沈下させる懸念

があった。 

6.1.2 メタンガスに対する課題 

図 9 に示す可燃性ガス分布状況 5)によると、本工事場所

は水溶性ガス地帯もしくは推定予想産ガス地帯に該当して

いる。また、シールド下部の As2 層に関して、複数のボー

リング柱状図の記事に「まれに腐植物見られる」と記載さ

れていた。 

これらの知見から可燃性ガスの発生が懸念されたため、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

到達立坑において可燃性ガスの予備調査を実施したところ、

爆発下限濃度の 5vol%を超えるメタンガスが確認された。 

そのため、5 地点でメタンガス本調査を実施した。図 2

に調査位置、表 6 にメタンガス濃度調査結果を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

メタンガス濃度は 34.9～86.0vol%であり、換気技術指 

針 6)における危険度区分では危険度ランクⅠに該当し、最

も厳しいメタンガス対策が必要であることが判明した。 

 

6.2 シールド工の課題に対する対策 

6.2.1 軟弱粘性土についての対策 

① シールド機の対策 

軟弱粘性土層におけるシ－ルド機の頭下がり軽減の

ため、カッタモータを電動から油圧に変更し、前胴自重

を約 1.5t 軽量化した。また、軟弱粘性土層におけるシ－

ルド機のピッチング修正を可能にするため、上下 1.5 度

の中折れ装置を装備した（図 10、写真 4）。 

② 切羽圧力管理 

切羽圧力については、表 7 に示すとおり、切羽管理圧

を定めて管理し、地表面沈下測定結果を切羽圧力管理に

フィードバックすることで地下埋設物や雁来川河床の沈

下を防止することとした。 

③ 排土量管理 

排土量については、電磁流量計による測定とダンプ台

数による測定の 2 つの方法で測定した。 図 9 可燃性ガス分布状況 5)（北海道のみ表示） 

表 6 メタンガス濃度調査結果 
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東雁来みのり橋　影響範囲（232～290リング　L＝59 000）
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45°影響範囲
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No
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図 7 東雁来みのり橋 横断図 図 8 東雁来みのり橋 縦断図 

地下水溶存ガス
上部 下部 湧出 メタンガス濃度 メタンガス濃度

（Vol%） （Vol%）

本調査No. 1 Ac2 Ac2 無 81.1 46.6

本調査No. 3 Ac2 Dc1 無 1.67 34.9

本調査No. 5 Ac2 As2 無 79.0 44.4

本調査No. 7 Ac2 Dc1(As2) 無 77.9 47.9

本調査No.10 Ac2 As2 有 86.0 ―

：メタンガス濃度採用値

調査
地点
No.

シールド位置土質 孔口ガス

本工事場所
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電磁流量計による総排土量を管理の基本として、理論

掘削土量の 110％〔＝8.6（m3/Ring）〕を排土量管理値と

定め、管理した。 

ここで、 

理論掘削土量＝7.8（m3/Ring） 

(排土量)＝(電磁流量計による総排土量)－(加泥量) 

シールド掘進において、頭下がりする傾向がみられたの

で、中折れ角度を上方約 0.4～0.8 度に維持して掘進を行う

ことにより、縦断線形は管理基準値を満足することができ

た。図 11 に上流区間の管底高出来形管理結果を示す。 

一方、東雁来みのり橋への影響範囲(232～290 リング）

掘進後 10 日間のシールド中心線における沈下測量結果は

最大 3mm の沈下であった。その際の切羽圧力管理結果を図

12、排土量管理結果を図 13 に示す。両者とも管理値内に収

まっており、適切な掘進管理を行った結果、シールド掘進

による影響は小さかったと考える。 

採用した軟弱粘性土対策工により、所要の縦断線形を確

保し、また、周辺に影響を与えることなく、シールド掘進

を終えることができた。 

6.2.2 メタンガスについての対策 

坑内へのメタンガス流入を防止するため、下記の対策を

実施した。 

① 土砂搬出方法をズリ鋼車方式から土砂圧送方式に変更

し、メタンガスを含有した掘削土をトンネル坑内で曝露

させないようにした。図 14 に土砂圧送方式の概要を示す。 

② P1 ポンプの位置で圧送管内のメタンガス濃度測定を

行い、切羽土質のメタンガス濃度を把握した（図 14）。 

測定の結果、掘進延長の約 2 割の範囲で 5vol%を超え

る高い濃度を検知した（図 15）。圧送管内のメタンガス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

濃度が 0.5vol%（トンネル坑内で検知した場合、作業を

休止し、避難すると定めた管理基準値）を超えた場合に

は監視体制を強化し、メタンガスが滞留しやすい後続台

図 13 排土量管理結果 

図 14 土砂圧送方式の概要（上流区間施工時） 

図 11 上流区間管底高出来形（設計値との差）管理結果 

図 12 切羽圧力管理結果 
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セグメントリングNo.

切羽管理圧上限値 205（kPa）

切羽管理圧設定値 185（kPa）

切羽管理圧下限値 138（kPa）

表 7 東雁来みのり橋付近における切羽管理圧の例 

上限値  静止土圧+水圧+20.0＝ 205 （kPa）
設定値  静止土圧+水圧＝ 185 （kPa）
下限値  主働土圧+水圧＝ 138 （kPa）

切羽
管理圧

図 10 シールド機構造図 

写真 4 シールド機全景 
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車付近を重点的に、携帯式検知器による坑内のガス測定

を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ テールブラシのバネ板を 2 枚重ねに強化し、曲線での

セグメントとの密着度を高めるとともに、テールシール

の自動給脂を行い、テールブラシの止水性を高めること

で、メタンガスが溶存する湧水の浸入を防止した（図 17）。 

④ セグメントの継手面に PE テープを貼り付けて継手面

の片当りを防止し、シールの止水効果を確保した。 

⑤ 下流側到達部のポンプ場の躯体には天井スラブが構築

されていたため、メタンガスが滞留しやすい構造になっ

ていた。そのため、到達防護工の地盤改良を延長して地

盤改良領域と裏込注入領域を十分に重ね合わせることで、

シールド機解体時にメタンガスがシールド機背面からテ

ールボイドを伝わって到達部のポンプ場躯体内に流入す

ることを防止した（図 16）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 後続台車の先頭部分に防爆エアカーテンを設置し、エ

アカーテンから切羽側は危険区域として、シールド機内

電気設備やセグメント搬送設備を防爆仕様とした。また、

エアカーテンから坑口側は非危険区域として、非常用設

備（坑内電話、非常灯、警報ベル）だけを防爆仕様とし

た（図 17）。 

⑦ 坑内換気は排気方式とし、メタンガス目標希釈濃度

0.25vol%を満足する換気設備とした（図 17）。 

⑧ 土砂ピットから発生するメタンガスの天井部への滞留

を防止するため、防音ハウスの排気ファンを増設した。 

図 17 にこれらのメタンガス対策をまとめて示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シールド掘進中の掘削土砂から爆発下限濃度の 5vol%を

超えるメタンガス濃度を検知したが、各々のメタンガス浸

入防止対策により、トンネル坑内ではメタンガスを検知す

ることなく、安全にシールド工事を終えることができた。 

 

７．まとめ 

 

泥炭層、軟弱粘性土

層やメタンガスに対

して、適切な対策や施

工管理を行い、周辺に

影響を与えることな

く、安全にシールド工

事を終えることがで

きた（写真 5）。 

最後に、札幌市下水道河川局をはじめとする関係各位の

皆様方の多大なるご協力ならびにご指導、ご鞭撻を頂いた

ことに心より御礼申し上げます。また、本工事が今後の計

画・設計・施工の一助となれば幸いです。 
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図 15 圧送管内のメタンガス濃度測定結果 
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写真 5 雨水拡充管完成状況 

図 17 メタンガス対策の概要 
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